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一般社団法人沖縄しまたて協会
企画部





様式－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日



一般社団法人沖縄しまたて協会
理事長　　吉田　延雄　　殿



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所


                      　　　　　　　   　　　　 氏　名                                 



技術開発計画書の提出について


調査研究

※該当するものに○をつけて下さい

募集分野（　　）
※該当する分野番号を記入下さい



　　課　題：


           上記について、別紙の通り計画書を提出します。




※継続申請課題については以下もご記入ください。
	支援年度
	課題名

	
	




様式－２
１．計画書（申請者調書）
	　① 課　　題
	

	  ② 申請者（下記該当欄をご記入ください）

	民間企業
	会社名
	

	
	住所・連絡先
	〒　          　　
住所
     TEL( 　  )     －　          FAX(    )     －
     e-mail

	
	代表者名(役職)
	

	
	担当者名(役職)
	氏名
	
	所属部署
	

	組織・団体
	組織・団体名
	

	
	住所・連絡先
	〒　          　
住所
     TEL( 　  )     －　          FAX(    )     －   
     e-mail

	
	代表者名(役職)
	

	
	担当者名(役職)
	氏名
	
	所属部署
	

	個　人　・　グ　ル　ー　プ
	氏名（代表者）
	

	
	住所・連絡先
	〒　          　　
住所
     TEL( 　  )     －　          FAX(    )     －     
     e-mail     

	
	勤務先の社名・
住所・連絡先
	


（注）・民間企業（(株)、(有)等）及び組織・団体（学校、社団、財団、NPO等）、個人・グループ（法人格を持たない）の該当する欄に記入して下さい。
・代表者は、企業・組織・団体の代表者又は研究担当部内の責任者を記入して下さい。
・共同研究、JV等の場合、申請者以外についても同様の内容が分かる資料（様式自由）を添付して下さい。
・法人格を持たない任意団体、グループ等については、「規約等（意思決定の方法、会計、役職員の資格、任期等について記載のあるもの）」「代表者住所証明（住民票、印鑑証明、運転免許証の写し、健康保険証の写し等）」等を添付して下さい。
・個人については、「住所証明（住民票、印鑑証明、運転免許証の写し、健康保険証の写し等）」「経歴のわかる資料（様式自由）」を添付して下さい。

２．計画書（実施内容）

以下の項目に従い計画書を作成して下さい。
（１） 課　題
（２） 概　要：250字以内で記載してください。
（３） 目　的：既存研究との関係、本研究の位置づけも含めて記載してください。
（４） 内　容
（５） 技術開発又は調査研究の方法・体制等
＊方法については、成果を得るまでの過程について、時期も含め具体的に記載してください。
＊共同研究、JV等の場合は、役割分担や作業比率等を記載してください。
（６） 技術開発又は調査研究によって得られる建設事業への効果
（７） 技術開発又は調査研究に当たってのキーワード
（８） 申請者の過去の主な実績：学会等での発表や成果の活用事例等を記載してください。また、本支援事業での採択があればその旨記載ください。
（９） その他：本研究の遂行に関わるその他の関連事項等


【記入時の留意事項】
・用紙はA 4サイズとし、10枚以内とします。
＊縦方向・横書きとし、表やグラフ等についてはその限りではない。
・用紙は上20mm、下25mm、左20mm、右20mmの以上の余白を確保してください。
・文字サイズは10.5ポイント以上とします。
・英文で作成する場合は訳文を添付してください。
[bookmark: _GoBack]・ヘッダー右端に「令和９年度技術開発支援計画書」を入れてください。
・提出された技術開発・調査研究の計画書は以下の項目等で審査されます。
１．オリジナリティー…………　	計画内容等について、独創性や創意工夫を評価
２．地域・現場での必要性……　		沖縄県における建設事業（業務及び工事等の現場）での必要性を
		評価
３．開発・研究効果……………　	建設事業への活用等に関する波及効果を評価
４．履行確実性…………………		目的に示した成果を達成できるか、スケジュール、予算等につい
		て履行可能であるか、その取組体制など履行の確実性を評価




